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1 はじめに 
地震の際地盤が液状化するか否かの判定は設計に

とって重要な事項である。多くの設計指針では FL法

により判定が行われる。この方法は一次元地盤に発

生するせん断応力と液状化強度を比較するものであ

るが，地震動はランダム波に対するものであるのに

対して液状化強度は一定応力振幅の試験で求められ

るものであるので，両者を比較するためには補正が

必要である。たとえば，道路橋示方書の元となった

岩崎らの方法1)では液状化強度に対する補正係数が

1/0.55～1/0.7 の間にあるとしている。この差は，地

震動が衝撃型と振動型の違いであるとされているが，

両者を区別するのは繰返し回数が 2 以下か 3 以上か

である2)。その後，1995 年兵庫県南部地震では大き

い入力の元での少ない繰返し回数で液状化したこと

を受けて，レベル 2 地震動のうち，直下型地震に対

して Cw という補正係数で見かけの液状化強度を上

げる補正が付け加えられ3)現在に至っている。 

一方，著者の一人は，将来予想される南海・東南

海地震に対する液状化解析を行い，このような海溝

型地震では地震動の継続時間が長いため，繰返し数

も多く，直下型地震に比べ液状化しやすいというこ

とを事例で示した4)。すなわち，この様な地震は揺れ

の大きさという面では小さいかもしれ

ないが，繰返し数は多いわけである。 

繰返し数の効果は，例えば道路橋示

方書では見ることもできるが，上記の

ように繰返し数の多い振動型でも繰り

返し回数は 3 以上と設定されており，

上で述べたような海溝型の非常に長い

継続時間まで含まれてはいないと考え

られる。そこで，本論では長い継続時

間に関する簡易判定法を検討する。 

2 検討の方針 
FL 法に基づく簡易判定法では液状化

強度のせん断応力に対する比を FLと設

定しているので，この二つの要因を考慮

する必要がある。せん断応力の算出では，地表の地

震動と地下への最大加速度（またはせん断応力）の

低減係数が問題となる。多くの設計指針では地表の

地震動指標として最大加速度（または水平震度）を，

また，地下への減衰については rd=1-0.015zが用いら

れている。これに対し，地表の地震動指標として SI

値を用いたり，減衰特性を提案する改良法も提案さ

れている。ここでは，道路橋示方書に加え，新しい

提案法である，安田ら5)，佐藤ら6)， Orense7)の方法

に対して適用性を検討する。 

この様な判定法の適用性は，本来，実現象をター

ゲットとして検証されるべきであろう。しかし，本

論で対象としているような地震動に関しては信頼に

足る記録はほとんど無いことから，ここでは，有効

応力解析コード YUSAYUSA の結果と比較すること

によって適用性を検証する。 

検討には，文献8)に示される 275 サイトを用いた。

これらのサイトは過去の地震に関する液状化判定に

用いられたものであり，液状化しなかったサイトや

判定の対象とならない地盤も含まれており，判定の

対象となる層が含まれているのは269サイトである。

これらのサイトの最下層に所定の地震動を入力して

地震応答解析と簡易法の結果を比較することによっ

0.6

0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0

τ m
ax

/σ
' v0

6420
Frequency

 Liquefaction
 Noliquefaction 0.5

0.4

0.3

0.2

0.1

0.0

τ m
ax

/σ
' v0

706050403020100
Frequency

 Liquefaction
 Noliquefaction

 
 (a) 直下型地震 (b) 海溝型地震 

図 1 せん断応力比－繰返し数関係 

表 1 せん断応力予測のまとめ 
道路橋 佐藤ら 安田ら Orense  

直下型 海溝型 直下型 海溝型 直下型 海溝型 直下型 海溝型

平均 0.989 0.999 1.098 0.933 1.244 0.861 1.419 1.521
標準偏差 0.072 0.106 0.088 0.102 0.237 0.196 0.224 0.382



て適用性を検討する。 

3 直下型地震に対する検討 
既往の方法の適用性と有効応力

解析を用いた検討法の妥当性を検

討するために，1995 年兵庫県南部

地震の際ポートアイランドで観測

された波形の NS成分（GL-32m）

を用いた計算を行う。 

図 1(a)に繰返し数と最大せん断

応力比の比較を示す。繰返し数は 0

～6の間にあり，これから液状化し

た層としなかった層を区別するこ

とは困難である。表 1 に各種法に

よるせん断応力の有効応力に対す

る比と標準偏差をまとめて示す。

ここで，手法の適用に際しては有

効応力解析で得られた地表の応答値より地震動指標

を計算したものを用いている。各手法とも最大せん

断応力という観点では精度がよい。この中では道路

橋示方書が一番精度がよかったので，以下ではこれ

を検討に用いる。 

図 2(a)には液状化判定の対象となる層について FL

と有効応力解析の最大過剰間隙水圧を比較したもの

である。図の○と□は両方の判定が一致したこと，

●は簡易法で液状化したが有効応力解析で液状化し

なかったこと，■は簡易法では液状化しなかったが

有効応力解析で液状化したものである。ここで，■

は危険側の設計となり一番まずい。また，●が多い

ことは安全側とはいえ好ましいことではない。 

表 2 はこれらの結果をまとめたもので，危険率は

0.4%でかなりよい精度と言える。 

4 長継続時間地震に対する検討 
前項と同様の検討を，文献 4)に示される南海・東

南海地震を想定した模擬地震動に対して行う。表 1

には最大せん断応力の予測精度を示しているが，や

はり精度はよい。図 1(b)に示す有効な繰返し数は最

大では直下型地震の 10倍程度である。図 2(b)には FL

最大過剰間隙水圧の発生量を比較しているが，表 2

に示されるように危険率は 46.9%と大きい。 

そこで，この様な地震動に対して既往の方法に加

え Cw=0.5 なる補正係数を設定すると，危険率は

2.08%，また，安全率（○と□の割合）は 52.7%から

63.8%に改善される。 

5 まとめ 
長継続時間地震等に対する範囲判定法の適用した

結果，繰返し数が非常に多いことから液状化する可

能性が高く，既往の方法では危険側の判定となるケ

ースが多いことがわかった。補正係数として Cw=0.5

を適用すると大幅に改善される。ただし，1つの地震

動に対する検討であることから今後事例を積み重ね

る必要があろう。 

本研究は大都市大震災軽減化特別プロジェクトの

一環として行ったものである。 
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 (a) 直下型地震 (b) 海溝型地震 

図 2 FL－過剰間隙水圧比関係（道路橋の方法） 

表 2 簡易法のまとめ 
道路橋 佐藤ら 安田ら Orense  

直下型 海溝型 直下型 海溝型 直下型 海溝型 直下型 海溝型
両方液状化 883 92 883 52 883 35 884 417 
簡易法 369 6 391 1 390 0 397 207 

YUSAYUSA 5 630 5 670 5 687 4 305 
両方非液状化 87 616 65 621 66 622 59 415 
正解率（%） 72.2 52.7 70.5 50.1 70.6 48.9 70.2 61.9
危険率（%） 0.4 46.9 0.4 49.9 0.4 51.1 0.3 22.7
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